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熊本県収用委員会
会長　塚本　侃　殿

熊収13第９号、第10号案件における争点に関し、以下のとおり意見書を提出します。

「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本　一規
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一、共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利である

１．共同漁業権は関係組合員の権利

　共同漁業権は特殊な権利である。共同漁業の免許は漁協になされるものの、漁協は共同漁業を営まず、一定の資格を満たす組合員が共同漁業を営む。共同漁業権が「免許を受ける漁協」と「共同漁業を営む組合員」とのいずれに帰属するか判断し難いのは、共同漁業権のこの特殊性に起因する。

　しかし、いずれに帰属するかは、権利・財産権・共同漁業権の定義に照らせば、明らかになる。

　すなわち、「権利」とは「一定の利益を自己のために主張することができる法律上保障されている力」(林修三ほか『法令用語小辞典』)と定義されている。したがって、権利者とは、一定の利益を得ている者にほかならない。共同漁業を営んで利益を得ているのは組合員であって漁協ではないから、その権利者は「一定の資格を満たす組合員」である。また、漁業権は財産権とされているが、「財産権」とは、「金銭的価値のある権利」(林修三ほか『法令用語小辞典』)と定義されているから、やはり、その権利者は「一定の資格を満たす組合員」である。さらに、共同漁業権は「共同漁業を営む権利」(漁業法６条２項)と定義されているから、その権利者は「共同漁業を営む、一定の資格を満たす組合員」である。

これらの定義だけからも、共同漁業権が、共同漁業を営み、利益を得ている「一定の資格を満たす組合員」に帰属することは明らかである。共同漁業を営まず、何の利益も得ていない漁協に権利が帰属するはずはないのである。

「一定の資格を満たす組合員」の「一定の資格」とは、「関係地区(自然的及び社会的条件により当該漁業の漁場が属すると認められる地区、漁業法11条1項)に住所を有すること」である。漁業法８条１項は、漁業権行使規則に定める資格を満たす組合員が「共同漁業を営む権利」を有することを規定しているが、漁業権行使規則の制定・変更・廃止には、関係地区に住所を有する組合員(以下、「関係組合員」という)の三分の二以上の書面同意が必要である(漁業法８条３項)。そのため、漁業権行使規則は、「関係地区に住所を有する個人」と定められる。したがって、漁協の組合員全員ではなく、関係組合員のみが「共同漁業を営む権利」を有することになる。

要するに、漁業法８条１項は、関係組合員が「共同漁業を営む権利」を有することを規定している。「共同漁業を営む権利」は「共同漁業権」である(漁業法６条２項)から、８条１項は、関係組合員が「共同漁業権」を有することを規定しているにほかならない。

２．漁業法の哲学――総有を近代法で規定

共同漁業権において免許を受ける者と漁業を営む者が分かれている理由は、共同漁業権が、漁村の漁民集団が地先水面を共同利用するという、江戸時代以来の慣習に由来する権利だからである。

共同漁業権の淵源は、江戸時代の「海の入会」にある。江戸時代に入ると、それまで農民の自家食糧や肥料を目的として行なわれていた漁業が農業から分化し、沿岸各地に漁業を専業とする漁村ができて、漁村に住む漁民集団が漁村の地先水面を共同に利用する慣習が形成された。それは、永年継続され、次第に権利にまで成熟していった。

この権利は、総有の権利であった。総有とは「単に多数人の集合にとどまらない一箇の団体が所有の主体であると同時にその構成員が構成員たる資格において共同に所有の主体であるような共同所有」、あるいは「団体が管理処分権能を、団体の構成員が使用収益権能を持つような共同所有」と説明されている。江戸時代には、漁場だけでなく、山林も用水も温泉も入会集団の総有に属していた。

　明治34年に制定された漁業法は、漁民集団が地先水面を総有的に支配する慣習に基づき、漁民集団が地先水面を共同に利用して営む漁業の権利を「専用漁業権」とした。それは、明治43年漁業法に引き継がれ、昭和24年現行漁業法にも「共同漁業権」と名前を変えて引き継がれている。　
ところで、総有という共同所有は近代法にはない。近代法では法人格を持つのは自然人及び法人であるが、総有の権利を持つ入会団体は、自然人でも法人でもなく、法人と対比して「実在的総合人」と呼ばれる。それは、「多数人の団体であって、その構成員の変化によって同一性を失わないことは法人と同じであるが、法人のように構成員と別個の人格を持たず、構成員の総体がすなわち単一体と認められるもの」(我妻栄編『新版新法律学辞典』)と定義されている。法人がそれを目や手で確かめることができず、観念上存在する単一の団体(観念的単一的団体)であるのに対し、実在的総合人は、その構成員と別個に存在するのではなく、構成員全体を総合した実在する団体なのである。したがって、実在的総合人の持つ財産や権利は、その構成員が同時に持つことになる。

実在的総合人が近代法には存在しないため、総有を近代法で規定することはきわめて困難であった。山林を総有的に支配する入会権は民法で「慣習に従う」と規定された。用水や温泉の総有の権利については法律ができず、判例で「慣習にもとづく権利」と認められた。それに対して、漁場の総有的支配に関しては漁業法という法律が制定されたため、制定にあたっては、近代法に存在しない「総有」を近代法で規定するという難題を克服しなければならなかった。

この難題を解決するために、次のような工夫がなされた。すなわち、漁村の漁民集団によって漁業組合という法人を創らせ、「漁業組合に専用漁業権を免許する」と規定するとともに、漁業組合ではなく「組合員が専用漁業を営む権利を持つ」と規定した。この二本立てで総有を近代法で規定したのである。

この工夫について、現行漁業法の解説書『漁業制度の改革』(水産庁編、1950年)は、次のように述べている。

「海の場合は、漁業が産業として分化し始めたのは徳川期であるが、最初は自由に漁場を利用していたのが漁業が発達し漁民の数が増加するにつれて漸次どの漁場はどの部落の者が利用するという関係が決まって来、部落総有の入会漁場ができ上って行く。当時は漁法も小規模であるので、その入会漁場では部落で一定のとりきめをし、それにしたがって部落の漁民は平等にその漁場を利用して漁業を営んでいたのである。……この総有漁場は漁業組合の専用漁業権という形でローマ法的に整備されたのである。つまり､部落が管理し、その管理下に部落民が平等に利用するという形態――ゲルマン法の総有――をローマ法に翻訳し、部落の管理権限を漁業組合の専用漁業権、部落漁民の平等利用権を組合員の各自漁業を営む権利として規定した。法体系を異にするゲルマン法の概念を、民法では規律し得ずして慣行に逃げているのに、一応ローマ法の概念を持って規律したことは、明治の立法者もなかなか味なところを見せている」(303－304頁)。

　以上から明らかなように、共同漁業権において、免許を受ける者と漁業を営む者が分かれている理由は、総有をローマ法(近代法)で規定したからである。水産庁で長年漁業法の解釈を担当し、「漁業法の神様」と呼ばれた故浜本幸生は、この工夫のことを「漁業法の哲学」と呼んでいる。

３．漁協への免許と協同組合原則との調整規定
　昭和24年現行漁業法では、明治34年漁業法で専用漁業権を漁業組合に免許するという工夫がなされたのと全く同様に、共同漁業権を漁協に免許するとされた。

共同漁業権の「関係地区」とは、要するに共同漁業の漁場が属する漁村部落のことである。共同漁業権は漁村部落の漁民集団が総有する権利であるため、漁村部落(関係地区)の漁民集団をして漁協を創らせ、そこに共同漁業の免許をするようにしたのである(以下、関係地区の漁民のことを「関係漁民」、関係地区の漁民集団のことを「関係漁民集団」ないし「入会集団」と呼ぶ)。

共同漁業の免許を受ける漁協の適格性は、「関係地区に住所を有し、沿岸漁業を営む者の属する世帯の数の三分の二以上を組合員世帯に含むこと」とされている(漁業法14条８項１号)。つまり、免許を受ける適格性の基準に世帯がなっている。近代法において法人格を持つのは自然人と法人であり、世帯が権利主体となることはあり得ないのに、世帯が免許の適格性の基準となっているのは、総有の権利の主体である入会集団の構成員は、個人ではなくて世帯だからである。

ところで、漁協は、そもそも昭和23年水産業協同組合法に基づき経済事業団体として設立された経済事業団体であり、設立自由、合併自由、加入脱退の自由等の協同組合原則を持つ。そのため、組合員集団が関係漁民集団と乖離する可能性が出てくる。例えば、設立自由の原則に基づき関係地区に複数の漁協が設立されれば、関係漁民集団は複数の漁協に分属することになる。また、脱退自由の原則に基づき、関係漁民が漁協から脱退することも自由である。

そのため、昭和24年漁業法は、共同漁業を漁協に免許することと協同組合原則との調整規定を設けた。

第一に、設立自由の原則との調整規定として、「共同申請」及び「共有請求」(14条３、４、10項)の制度を設けた。共同漁業の免許は、原則として関係漁民の三分の二以上を網羅した漁協になされる(漁業法14条８項)が、関係地区に二つ以上の漁協が設立された場合を想定して、複数の漁協で関係漁民の三分の二以上を含む場合に共同に免許を申請したり、あるいはすでに免許を受けている他の漁協に共有を請求したりすることによって、関係漁民の属するいずれの漁協にも共同漁業が免許され得るように措置しているのである。

第二に、脱退自由の原則との調整規定として、「員外者の保護」の規定を設けた。すなわち、14条11項は、漁協に属さない関係漁民が共同漁業を営めるよう、海区漁業調整委員会(内水面の場合には内水面漁場管理委員会)が指示を出すことを規定しており、「員外者の保護」の規定と呼ばれている。

共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利であり、したがって原則としては関係漁民集団によって設立された漁協に共同漁業の免許をすることになっているが、漁協には脱退自由の原則があるので、関係漁民が組合から脱退することも自由である。脱退しても、共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利であるから、関係漁民は共同漁業を営める。もしも「漁協に属していなければ共同漁業を営めない」とすると、関係漁民の権利を損なううえに、漁協の持つ脱退自由の原則に抵触することになってしまう。そのため、関係漁民が員外者であっても、その共同漁業は保障されなければならないのである。

「員外者の保護」の規定に示されるように、関係組合員が漁業法８条にもとづいて共同漁業を営む権利を持つのに対し、員外者の関係漁民は慣習に基づき共同漁業を営む権利を持つ。したがって、共同漁業権の主体は、関係組合員と員外者の関係漁民とを合わせた関係漁民集団であり、共同漁業権は関係漁民集団が総有する権利である。(1)
４．漁業法は漁業調整を目的とした公法である

(1) 自由漁業と許可漁業

　直接に公共の福祉の維持増進を目的として、一般公衆の共同使用に供せられる物を「公共用物」といい、道路、公園、河川、港湾、湖沼、海浜などがそれにあたる。公共用物のうち、河川､湖沼､海などの水面及び水流を「公共用水面」という。

河川・湖沼・海面等は「公共用水面」であるから、原則として一般公衆の共同使用に供せられる。したがって、一般公衆の共同使用の一環として漁業を営むこともまた自由であり、漁業は、本来、免許や許可を受けずに誰もが自由に営める「自由漁業」である。

　しかし、あらゆる漁業を自由に認めていたら、漁業によっては、水面を独占してしまったり、乱獲につながったりして、一般公衆の共同使用を妨げてしまう。そのため、そのような漁業は、「漁業調整」の観点から一般的に禁止されている。「漁業調整」とは、「水面を総合的に利用し、もって漁業生産力を発展させること」 (2)と説明されており、漁業法は、１条（この法律の目的）において「漁業調整機構の運用によって水面を総合的に利用し、もって漁業生産力を発展させ、……」と、漁業調整を法の目的に謳っている。

　しかし、水面を独占したり乱獲につながったりするような漁業といえども、全面的に禁止して一切認めないことは、同じく「漁業調整」の観点から好ましくないので、特定の者に禁止を解除して認めることがある。それが「許可漁業」である。

　一般に、漁業は、「自由漁業」、「許可漁業」と「漁業権漁業」に分類される。「漁業権漁業」とは、漁業権が免許される共同漁業・定置漁業・区画漁業のことである。「免許」とは、権利の設定行為であり、漁業権という物権的権利(漁業法23条1項)が免許によって設定される。

しかし、法的に正確に言えば、漁業権漁業も許可漁業ないし自由漁業である。(3) 定置漁業と区画漁業は、漁業権漁業であると同時に許可漁業である。それは、漁業法９条「定置漁業と区画漁業は免許がなければ営めない」からわかる。「免許がなければ営めない」ということは、一般的な禁止を免許によって解除するということだからである。つまり、免許をつうじて許可がなされているのである。許可漁業でありながら漁業権が免許されるのは、これらの漁業は一定の水面を独占して営まれるため、第三者の妨害を排除しなければ技術的に成立しないから、いいかえれば、漁業権を免許することによって物権的請求権（妨害排除請求権・妨害予防請求権等）を持たせなければ漁業そのものが営めないからである。

　他方、共同漁業は漁業権の免許がなくても営める自由漁業である。その根拠は、漁業法９条を言いかえれば「共同漁業は免許がなくても営める」ということになるからである。自由漁業でありながら漁業権が免許される理由は、共同漁業は本来、入会漁業で、入会集団がその地先水面を支配するという「海の入会」の慣習に基づいてすでに権利化している漁業だからであり、また、漁業調整のためには、沿岸水域で広域的に営まれる共同漁業を漁業法の中に取り込んでおかなければならないからである。

　以上のように、漁業は本来すべて自由漁業であるが、漁業法は、特定の漁業について、一般的に禁止したり、その禁止を特定の者に解除したり、漁業権を免許したりして、漁業調整を図る、すなわち漁業生産力がより大きくなるような漁場秩序を創ろうという趣旨の法律である。いいかえれば、漁業法は、本来、国民の自由に任せておくべき公共用水面の利用に、「漁業調整」という公共目的をもって介入している公法である。漁業法の１条（この法律の目的）に「漁業調整機構の運用によって、水面を総合的に利用し、もって漁業生産力を発展させることを目的とする」と謳われているのもそのためである。

(2) 漁業権の公的制約

漁業権は私権(財産と身分に関する法律関係において認められる権利)たる財産権ではあるが、同時に、漁業法が目的に掲げる漁業調整の観点から、種々の公的制約を受けることになっている。

　主な漁業権の公的制約を列挙すると次のようである。

①漁業権の設定及び変更は都道府県知事の免許によること

　②漁業権の権利内容は、免許の事前にあらかじめ漁場計画で決定されること

　③漁業権の存続期間の定めがあること

　④漁業権は原則として移転ができないこと

　⑤漁業権は、一定の理由があるときはその取消、変更等の行政処分が課せられること

そのため、漁業権は私権ではあるものの、著しく公権的性格を帯びている、といわれる。
(3)公法上の権利者と私法上の権利者　

　漁業法上は、免許を受けた者が「漁業権者」と呼ばれている。したがって、漁業法上、共同漁業権の漁業権者は漁協である(38条)。

しかし、それは、漁業法が、漁場の利用関係、つまり「漁場を誰にどう使わせるか」、「免許や許可を誰にいかなる手続きで出すか」を定めた公法であり、その限りで、免許を受ける漁協を共同漁業権の漁業権者としているからである。すなわち、漁業法上、「免許の授与－取得」という公法関係においては、免許の取得者であり免許漁業原簿への登録名義人たる漁協を「漁業権者」としているものの、それは私権たる共同漁業権の漁業権者の所在とは何ら関連のないものである。

そのことは、大審院大正４年12月25日判決にも、「漁業権は私権であり、行政庁との公法関係においては登録名義人しか漁業権者として取扱われないものの、そのことによって真実の漁業権者(私法関係における漁業権者)が私法関係においてその権利の行使を妨げられることにはならず、その権利はいささかも損なわれるものではない」（4）と判示されている。これは、入会地が神社や漁協の名義で登記されている場合に、徴税など行政庁との関係においては登記上の名義人が土地所有権者であるものの、真実の土地所有権者が入会団体であるのと同様である。

　このように、漁業法上は免許を受けた者を「漁業権者」と呼んでいるため、漁業法８条の「共同漁業を営む権利」を「共同漁業権」と呼ぶと、漁協も関係組合員も漁業権者となって混乱をきたすため、漁政実務上は、漁業法８条の権利を「漁業行使権」と呼び、「漁協が共同漁業権を持ち、関係組合員は漁業行使権を持つ」と説明するのが常である。

しかし、正確には、「漁業行使権」は総有の権利の収益権能を表現しているものであり、漁業法８条は関係組合員が共同漁業権を有することを規定したものであることは、上述のとおりである。
５．社員権説の検討

　共同漁業権は「関係漁民集団の総有の権利」であるが、「共同漁業権が漁協の権利であり、組合員が共同漁業を営めるのは、漁協の持つ権利を利用できる社員権に基づく」との「社員権説」は、かなり広まっている。以下、社員権説の系譜を追うことにする。

(1) 昭和37年漁業法改正と『新漁業法の解説』

　現行漁業法は、昭和24年に制定された。そこには、上述のように「設立自由の原則」及び「脱退自由の原則」との調整規定が設けられていた。しかし、「合併自由の原則」との調整規定は盛り込まれていなかった。そのため、昭和三十年代半ばに漁協合併の機運が高まると、法の不備が露呈してきた。漁業法が漁協合併の障害となるようになったのである。

　いま、共同漁業権１号(関係地区甲)が漁協Ａに、２号(関係地区乙)が漁協Ｂに免許されていたところ、漁協合併して合併漁協Ｃになったとしよう。すると、共同漁業権１号及び２号は、いずれも合併漁協Ｃに免許されることになる(図1参照)。

　ここで、もしも「組合員は各自漁業を営む権利を持つ」(昭和24年漁業法８条)という規定のままだとすれば、合併漁協Ｃの組合員全員が共同漁業１号も２号も営むことができることになる。つまり、甲地区の漁民が共同２号の漁場に、乙地区の漁民が共同１号の漁場にそれぞれ入れることになり、旧来の入会関係が破壊されてしまう。
　　　　　　　　　　　　　図１．漁協合併と共同漁業権

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

　　　

　　　　出典：熊本一規『公共事業はどこが間違っているのか？』65頁

  以上のことを一般化して言うと、次のようになる。

　漁業法は、入会集団に漁協を創らせて、漁協に共同漁業権を免許することを原則としている。しかし、漁協は、協同組合原則に基づき自由に合併し得る。合併すると、複数の入会集団が一つの漁協に属することになり、それまで各漁協が受けていた共同漁業権の免許をすべて合併漁協が受けることになる。にもかかわらず、漁業法８条が昭和24年漁業法の「組合員は各自漁業を営む権利を持つ」という規定のままであれば、漁協に免許される複数の共同漁業権のいずれをも組合員全員が営めることになってしまう。そうなると、漁村の入会集団がその地先水面に入れるという江戸時代以来の入会関係は破壊されてしまう。ひいては、漁民が入会関係の破壊を恐れるため漁協合併も進まなくなってしまう。
　そのため、漁業法は昭和37年に改正され、漁業法８条は「組合員であり、かつ漁業権行使規則に定める資格に該当する者は共同漁業を営む権利を持つ」とされた。改正８条によれば、組合員全員が共同漁業を営めるとは限らず、漁業権行使規則で資格を限定し得る。漁業権行使規則は関係組合員によって決められるから、実際には関係漁民集団に資格限定される。したがって、漁協合併が進んでも入会関係は保障されることになる。

　昭和37年の漁業法改正が以上のような趣旨から行われたことは、当時の伊東正義水産庁長官の次の国会答弁からも明らかである。

「最近漁業協同組合の合併等のことを奨励しておるのでございますが、これが各自行使権があるということにいたしますと、組合が合併すれば自分の地先のところにも人が入ってくるということで、なかなか合併しづらいということもございますし、この際一つ行使規則というものをはっきりつくりまして、漁業権を一体どういう資格の人がどういう時間に使うんだということをはっきりした方がむしろいいんじゃないかという意味で、行使規則という意味で、漁業権の行使を考えたのでございます」(第41回国会衆議院農林水産委員会議録第４号、２、３頁)。

「組合の合併等につきまして、やはりある程度の障害になるということもこれ(漁業権行使規則のこと――引用者)で防げるのじゃないか。将来合併しましても、そっちの共同漁業権については、合併された前の組合員だけが行使規則で行使するのだというような行使規則ができて、合併もうまくいくのじゃなかろうかという意味のことを申し上げたわけでございます」(第41回国会衆議院農林水産委員会議録第４号、12頁)。
　ところが、昭和37年法改正にあたった水産庁担当者が、法改正の解説書『新漁業法の解説』において、改正８条を次のように解説した。

　「この組合員の権利は、たしかに沿革的には入会権的な漁場行使の実態の系譜をひいた規定ではあるが、そういう実態としての入会権的なものを追認したという規定ではなく、全く別途に組合管理漁業権の権利内容として法定されたものであり、入会権の如く慣行による規制に委ねられているものではない。……ただし、組合員のこの地位は、漁協という団体を構成する団体員としての地位と不可分のものとして与えられている点で、いわゆる社員権的権利である。………組合員のこの権利は、漁業権そのものではないが、それと不可分の、その具体化された形態である。そうして、この権利は漁業権が物権とみなされ、物権として扱われているのに応じ、物権的性格を有し、妨害排除請求権等の物権的請求権を発生せしめる権利として考えてよいであろう」(67－68頁)。

　社員権は物権ではない。にもかかわらず、「社員権的権利であり、………物権的性格を有し、物権的請求権を発生せしめる権利」とするのは矛盾も甚だしく、これだけから判断しても信頼できない解説書であることは明白である。

　また、37年法改正で「漁民の権利」を「漁協の権利」に変更したとすれば、それは法律で権利者を変更したことを意味するから、農地改革のときと同じように、旧権利者たる入会集団に補償するとともに、新権利者たる漁協に売却するような、国家が仲立ちとなった権利の再配分を行わなければならなかったはずである。しかし、37年法改正では、そのような措置は一切伴うことなく、条文がいじられただけである。補償もなしに入会集団の権利を奪ったとすれば、それは国家が補償もなしに財産権を侵害したこと、つまり憲法29条違反を犯したことを意味する。この点だけから判断しても、37年法改正で「漁民の権利」を「漁協の権利」に変更したとの見解は成り立たない。
しかし、『新漁業法の解説』における「社員権的権利である」との記述は、法改正担当者の書であることから多方面に影響を及ぼし、その後、社員権説が広まっていくことになった。

(2) 社員権説の学説

社員権説の学説として通常挙げられるのが、山畠正男「組合管理漁業権の性格」(北大法学論集、第28巻第４号)と、佐藤隆夫『日本漁業の法律問題』（1978年）の二つである。

　山畠論文は、二つの論拠で共同漁業権が入会権的権利でないとする。

　第一に、37年法改正で「組合員は各自共同漁業を営むことができる」の「各自」が取れて、組合員全員が共同漁業を営むことができるとは限らなくなったということである。組合員全員が持っていた漁業行使権が、資格限定されて全員が持てなくなったから、入会権でなくなったというのである。

しかし、もしも入会集団が組合員集団であるならば、このような見解も成り立ち得ようが、入会集団は関係漁民集団である。したがって、組合員全員でなく、漁業権行使規則を通じて関係組合員に資格限定できるようにしたことこそ、入会を保障するものである。それは、前掲の伊東正義水産庁長官の国会答弁から明らかである。
　第二に、明治34年漁業法、明治43年漁業法、昭和24年漁業法、昭和37年法改正のそれぞれの「組合員の漁業を営む権利」(漁業行使権)に関する条文を比較して、入会権的性格が強まったか弱まったか、を論じ、37年法改正では弱まったとしていることである。

　しかし、共同漁業権は関係漁民が持つか漁協が持つかのいずれかでしかなく、「組合員の漁業を営む権利」は入会権的権利か社員権的権利かのいずれかでしかない。したがって、「入会権的性格が60％で社員権的性格が40％」などということがあるはずはなく、入会権的性格が強まったとか、弱まったとか、言っても何の意味もない。また、前述のように、昭和37年法改正で漁民の権利を漁協の権利に変えたとすることは、憲法29条に基づく措置が一切なされていないことから、法的に無理である。
佐藤隆夫『日本漁業の法律問題』も、昭和37年法改正の趣旨を「入会権の否認」と誤解しており、『新漁業法の解説』における改正８条の解説を丸写しにしたものに過ぎない。
(3) 平成元年七月一三日最高裁判決
社員権説を広めるうえで大きな影響を及ぼしたのが、平成元年７月13日最高裁小法廷判決である。同判決は、「昭和37年の漁業法改正に伴い、組合員の共同漁業を営む権利は入会権的権利から社員権的権利に変わった」、「漁業補償を受ける者は漁協である」とし、その論拠として次の９点を挙げている。(5)　　　　

1 共同漁業権は知事の免許によって設定される

2 免許内容は知事の定める漁場計画に従う

3 共同漁業権は法定の存続期間の経過により消滅する

4 共同漁業権の免許は漁協等に対してのみ付与される

5 組合員は組合等の定める漁業権行使規則に規定された資格を有する場合に限り漁業を営む権利を有し、資格を満たさない場合には漁業を営む権利を有しない

6 漁協は法人格を有する

7 漁協には加入脱退の自由が保障されている

8 漁協は自ら漁業を営むこともできる

⑨ 漁協は特別決議により漁業権の放棄もできる

しかし、①～③は、漁業法の解説書で「漁業権の公的制約」、「漁業権の公権的性格」(一、４参照)と呼ばれている点に過ぎない。④、⑥、⑦は、総有を近代法で規定するために、入会団体に漁協(法人)を創らせてそこに免許するようにしたからである(一、２.３参照)。⑧は、定置漁業権や区画漁業権等の経営者免許漁業権(定置漁業権のように経営者自身が免許を受ける漁業権)に関する規定(水産業協同組合法17条)であり、共同漁業権のような組合管理漁業権(組合が免許を受けるものの組合自身は漁業を営まず、一定の資格を持つ組合員が漁業を営むような漁業権)とは関係がない。

そのうえ、①～④、⑥～⑨は、37年改正で何ら変更を加えられておらず、したがって、これらが「37年改正により権利の性格が変わった」ことの論拠になるはずはない。

最高裁判決が挙げている論拠のうち、37年改正で変更を加えられたのは、⑤、すなわち、漁業行使権が関係組合員に資格限定できるように改正された点だけである。そして、その８条改正は、上述のように、従来の入会関係を保障するための改正だったのである。

　最高裁判決では、組合員のうちなぜ関係組合員だけが共同漁業を営めるのか、全く説明できない。漁業法８条の権利が社員権的権利であるとすれば、協同組合原則のひとつである組合員平等の原則に基づき、組合員全員が有するはずであり、関係組合員に資格限定されることはあり得ない。ましてや、関係漁民であれば組合に属さなくとも共同漁業を営めること(漁業法14条11項)は、全く説明できない。さらに、「組合員の漁業を営む権利を侵害した者に刑罰を科す」と規定している漁業法143条も、全く説明できない。
６．平成13年漁業法改正は最高裁判決対策

最高裁判決以後、全国各地で同判決に起因した不条理な事態があいついでいる。例えば富山県黒部川では、ダム排砂に伴い、ダムに溜まったヘドロが海にまで流れ込み、海面漁業に被害を与えている。ダム所有者である関西電力は、漁業被害を認め、県漁連を通じて約30億円の補償金を払ったが、県漁連は、直接被害を被った漁民には約３億5000万円しか配分せず、多くを被害を受けていない富山県内の漁協や周辺自治体に配分した。また、その後も毎年関西電力から県漁連を通じて各漁協に金員が支払われているが、県漁連は、その性質について各漁協に一切説明しないばかりか、それを会計処理上、漁協の「雑収益」として扱うよう各漁協を指導している。

そのような状況のなか、平成13年、漁業法31条が改正され、従来漁業法８条で「漁業権行使規則の制定・変更・廃止」に必要とされてきた関係組合員の三分の二以上の同意が、「共同漁業権の分割・変更・放棄」にも必要とされた。最高裁判決に基づけば、共同漁業権は「漁協の権利」であるから、共同漁業権の分割・変更・放棄は、水産業協同組合法50条に基づく特別決議だけで決められるはずである。しかるに、平成13年漁業法改正は、共同漁業権の分割・変更・放棄に関係組合員の三分の二以上の同意を義務付けたのであるから、現在の漁業法が最高裁判決では説明できなくなっていることは明らかである。

最高裁判決で説明することが不可能な漁業法の条文は、「一、７」で述べるように、31条だけではないが、それらと最高裁判決の間の矛盾は、ある程度漁業法を学習したものでないと理解できない。それに対し、改正31条と最高裁判決の間の矛盾は、誰の目にも一目瞭然である。
実は、平成13年法改正は、「二、２」で詳述するように、平成元年最高裁判決以後全国各地に起きている不条理な事態を憂慮した水産庁が、最高裁判決対策として行った法改正なのである。
７．総有説は漁業法のあらゆる条文を説明し得る
正しい法解釈は、法律のあらゆる条文を説明できるはずである。逆に、一つの条文でも説明できない法解釈は、正しい法解釈とはいえない。

本収用委員会に提出した「条文説明要求書」記載の10項目に示されるように、社員権説に基づけば、31条のほか、６条、８条、14条８項・10項・11項、143条が説明不可能である。他方、「条文説明要求書」10項目について総有説に基づいて回答すると、次のようである。

(1) ６条………６条では、共同漁業権とは「共同漁業を営む権利である」と定義されている。したがって、共同漁業を営まない漁協は権利者ではあり得ない。共同漁業権が漁協に属するものならば、その定義は「共同漁業を営む権利である」ではあり得ないはずである。

回答：共同漁業権とは「共同漁業を営む権利である」から、共同漁業を営む関係漁民こそが漁業権者である。

(2) ８条………共同漁業権が漁協に属するものならば、漁業行使権は社員権(組合員が漁協の財産・権利を利用する権利)にすぎないはずで、８条の見出しは、「組合員の漁業を営む権利」ではなくて、「組合員の共同漁業権を利用する権利」と名付けなければならないはずである。

回答：漁業法８条の見出しを８条の条文に即して詳しくすれば「関係組合員の共同漁業を営む権利」になる。さらに、６条２項の共同漁業権の定義を使えば、「関係組合員の共同漁業権」になる。つまり、８条は、関係組合員が共同漁業権を持つことを意味している。

(3) ８条………共同漁業権が漁協に属するものならば、漁業行使権は社員権にすぎず、したがって、それは漁協の組織、事業、管理運営等について定めた水産業協同組合法に規定されるはずであり、「漁場を誰にどう使わせるか」、いいかえれば「免許や許可を誰に与えるか」を定めた漁業法に規定されることなどあり得ないはずである。

回答：８条は関係組合員が共同漁業権を持つことを規定しているから、漁業法に含まれるのは当然である。

(4) ８条………共同漁業の免許を漁連が受けることもある(14条８項)が、その場合でも、８条に基づき関係地区に住む組合員(関係組合員)が「共同漁業を営む権利」を持つ。漁業行使権が社員権にすぎなければ、漁連が免許を受けた場合には、漁連の社員たる漁協が共同漁業を営めるはずであり、組合員が共同漁業を営めることはあり得ないはずである。

回答：漁協や漁連は、「免許の授与－取得」等の公法関係における漁業権者にすぎず、真実の漁業権者は関係漁民であるから、漁連が免許を受けても関係組合員が「共同漁業を営む権利」を持つのは当然である。

(5) ８条………共同漁業権が漁協に属するものならば、組合員平等の原則（協同組合原則の一つ）に基づき、組合員全員が共同漁業を営めるはずであり、漁業権行使規則をつうじて関係組合員のみに資格限定されることなどあり得ないはずである。

　　回答：共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利だから、組合員のうち関係組合員に資格限定されるのは当然である。

(6) 14条８項…………共同漁業の免許を受ける漁協の適格性は、単独申請の場合には単独漁協で、また共同申請の場合には複数の漁協で、「関係地区に住所を有し、沿岸漁業を営む者の属する世帯の数の三分の二以上を組合員世帯に含むこと」とされている。つまり、免許を受ける適格性の基準に世帯がなっている。近代法において法人格を持つのは自然人と法人であり、世帯が権利主体となることはあり得ないのに、世帯が免許の適格性の基準となっているのは何故か。

　　回答：入会権や入会権的権利(共同漁業権・水利権・温泉権)は世帯の持つ権利だからである。

(7) 14条10項………関係組合員を一人含む漁協でも共同申請や共有請求をつうじて共同漁業の免許を受けられる一方、その一人の関係組合員が漁協を脱退すると免許は取り消される。このように、一人の関係組合員の存否によって免許の有無が左右されることと、免許を受けている漁協を権利者とし、漁協に補償を支払うこととは矛盾するのではないか。

　　回答：共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利であり、漁協は免許を受ける際の公法上の権利者、いわば名義人にすぎないから、関係漁民を一人でも含む漁協が免許を受けられるのは当然である。補償金は、公法上の権利者如何に関わらず、関係漁民集団の総有の財産になる。

(8) 14条11項………関係地区に住む漁民であれば漁協に属さなくとも共同漁業を営めることを規定しており、「員外者の保護」の規定と呼ばれている。共同漁業権が漁協に属するものならば、員外者が共同漁業を営めることなどあり得ないはずである。

　　回答：共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利だから、関係漁民ならば漁協に属さなくとも共同漁業を営めるのは当然である。また、もしも関係漁民が漁協から脱退した場合に共同漁業を営めなくなるとすれば、漁協の持つ加入脱退自由の原則に抵触してしまう。

(9) 31条………平成13年に改正された条項で、「共同漁業権の変更・分割・放棄に関係組合員の三分の二以上の同意が必要」と規定している。共同漁業権が漁協に属するものならば、漁協の総会決議だけで共同漁業権の変更・分割・放棄は可能なはずであり、それに加えて関係組合員の三分の二以上の同意を必要とされることなどあり得ないはずである。

　　回答：共同漁業権は関係組合員の持つ権利だから当然である。ここで「関係漁民の三分の二以上」でなく「関係組合員の三分の二以上」とされているのは、漁業法では、漁協が関係漁民の大多数を網羅することを前提としているからである。

(10) 143条……漁業法８条の「関係組合員の漁業を営む権利(漁業行使権)」を侵害した者は刑罰に処せられる。共同漁業権が漁協に属するものならば、漁業行使権は社員権にすぎないはずで、それを侵害しても刑罰に処せられることなどあり得ないはずである。

　回答：漁業法８条の「関係組合員の漁業を営む権利(漁業行使権)」こそが共同漁業権であり、したがって物権的権利だからであり、また、漁業法は漁業調整という公共目的に基づき、国が誰にどのように免許や許可を与えるかを定めた公法であるため、漁業行使権侵害は国家の法秩序を乱すことになるからである。(6)
以上のように、社員権説では説明不可能な６条、８条、14条８項・10項・11項、31条、143条を、総有説ではすべて説明し得る。いずれが正しい法解釈かは、明らかである。

二、埋立・ダムと共同漁業権

１．漁業権者の埋立同意に関する誤解の経緯

　埋立の手続きを定めた公有水面埋立法(以下、「埋立法」という)によれば、まず、埋立事業者が「漁業権者の埋立同意」を得れば、知事が事業者に埋立免許を出せ、次に、事業者が「漁業権者への補償」を支払えば埋立工事に着工できる、とされている。

この埋立手続きに関して、「漁業権者の埋立同意」が、いつ、何をもって得られるかをめぐって、従来、次のような誤解が生まれ、混乱がもたらされてきた。

　第一に、埋立により漁業権が消滅するから、埋立同意は水産業協同組合法（以下、「水協法」という）50条にいう「漁業権の得喪変更」、「漁業権の放棄」にあたり、したがって、「水協法50条の漁協総会の特別決議によって埋立同意がなされる」との誤解である。

　第二に、埋め立てられるのは、関係組合員の漁場であり、関係組合員以外の組合員は漁場を失わないから、漁協の総会決議に加えて、「漁業権行使規則の制定・変更・廃止に関係組合員の三分の二以上の同意が必要」とした漁業法８条が類推適用され、「埋立同意の際にも関係組合員の三分の二以上の同意が必要である」との誤解である。

実は、埋立同意をめぐるこれらの誤解は、埋立同意をめぐる裁判の判決を通じて積み重ねられてきた。次のようである。

①松山空港判決(松山地裁昭和43年７月23日)
　Ａ漁協では、埋立に際して、関係組合員からの委任状が取られることなく、漁協と事業者との補償契約が交わされ、知事が埋立免許を出した。それに対して、漁協が「埋立免許を出すには水協法50条による組合員の三分の二以上の総会決議が必要であった」と主張し、判決ではこれが認められた。

以後、「埋立に際して総会決議が必要」、あるいは「総会決議があがれば埋め立てできる」との誤解が広まった｡(7)　　　　　　　　　　　　　　　　

②風成判決(福岡高裁昭和48年10月19日)
　Ｂ漁協は、四つの漁協が合併した広域漁協であり、合併前に四漁協に免許されていた四つの共同漁業権が、合併後はすべてＢ漁協に免許されていた。組合が合併しても関係地区は合併しないので、各共同漁業権の関係地区は旧漁協の組合の地区と一致しており、共同漁業権は旧漁協単位で行使されていた。そこへ第30号共同漁業権の漁場区域内に埋立が計画され、Ｂ漁協では「漁業権放棄」の総会決議を挙げた。それに対して、第30号共同漁業権の関係組合員が「漁業権行使規則の変更・廃止に関係組合員集団の三分の二以上の書面同意が必要とした漁業法８条は漁業権放棄の際にも準用される」と主張し、判決はこれを認めた。

以後、「埋立同意の際には関係組合員の書面同意が必要」、あるいは「総会決議及び関係組合員の書面同意があれば埋立ができる」との誤解が広まった。　

③伊達火力判決(札幌地裁昭和51年7月29日)
　埋立に際し、Ｃ漁協(合併経験がなく一関係地区一漁協)が総会決議を挙げ、それに基づき知事が埋立免許を出した。これに対してＣ漁協組合員が漁業法８条の書面同意が取られていないことを理由として埋立免許の取消を求めた。判決は、漁業法８条の書面同意は必要ないとした。

以後、関係組合員の書面同意が必要か否かについて混乱をきわめることとなった。

　以上の三つの判決は、きわめて常識的な判決である。すなわち、常識的には、

①組合員からの委任なしに組合長が署名しただけの補償契約に対して、「組合員の三分の二以上の総会決議が必要である」との主張がなされれば「総会決議が必要」と判断される。

②Ｂ漁協が埋立で被害を受けない組合員も含めた総会決議を挙げたのに対し、自らの漁場を埋め立てられる関係組合員が「関係組合員の三分の二以上の書面同意」が必要と主張すれば「必要」と判断される。

③組合員集団と関係組合員集団とが一致するＣ漁協で同様の主張をしても、同じメンバーの三分の二以上の賛成が既に総会決議で得られているのだから「書面同意は不要」とされる。

　しかし、常識的なこれらの判決をつうじて、誤解が広まることとなった。それは「埋立や補償の際に水協法や漁業法が適用され、組合員の多数決や関係組合員の多数決により埋立同意がなされ得る」との誤解である。

２．埋立・ダムと漁業法・水協法は無関係

「漁業権放棄の総会決議によって埋立同意がなされる」という誤解の根本原因は、「漁業権が潰れる」と「漁業権を潰す」との違いが認識されていないことである。「潰れる」は自動詞、「潰す」は他動詞であり、両者は全く異なる。「消える」と「消す」の違い、「なくなる」と「なくす」の違いと同様である。前者は主体の意思に基づかない客観的現象であるのに対し、後者は主体の意思に基づく自発的行為である。

埋立の場合、漁業権は埋立工事により「潰れる」のであって、予め漁業権者が「潰す」のではない。そのことは、大審院昭和15年２月７日判決において「埋立免許によっては、その水面の公共用を廃止する効力はなく、ただその埋立に必要にして水面の公共用と相容れない施設ないし埋立の実行によって、漁業権は漸次減縮し、あるいは全く消滅するに至る」(8)と判示されているとおりである。

漁業権は埋立・ダムの工事によって次第に「潰れていく」のであり、「埋立同意」とは、埋立工事によって漁業権が次第に「潰れていく」のを容認することであって、工事に先立って予め漁業権を「潰しておく」(放棄しておく)必要は全く無い。むしろ、埋立法が、「漁業権者の埋立同意→埋立免許→漁業権者への補償→着工」という手続きを規定していることからすれば、埋立同意の際に漁業権を放棄することは「漁業権者への補償」を不可能にするから、脱法行為とさえいえる。

したがって、「埋立同意」と「漁業権放棄」とは何の関連も無く、埋立同意に際して水協法50条の特別決議を挙げる必要は全く無いのである。

そもそも、水協法・漁業法は、一条（この法律の目的）に「水産業の生産力の増進」(水協法)、あるいは「漁業生産力の発展」(漁業法)を掲げていることに示されるように、漁業を振興させ、漁業生産力を発展させることを目的とした法律である。そのような法律に、埋立やダムにより漁場を潰す際の規定や補償に関する規定が含まれているはずはない。したがって、「埋立同意」に水協法や漁業法の規定を適用すること自体がそもそも誤りなのである。(9)
では、「埋立同意」は、何によってなされているのであろうか。

表1は、「埋立同意」の方法が、松山空港判決、風成判決、伊達火力判決及び平成元年最高裁判決によっていかに変化してきたかを示したものである。

表１に示されるように、松山空港判決以前には漁協の総会決議は挙げられておらず、埋立同意は、あらゆる埋立において結ばれてきている補償契約によってなされたと見るほかはない。さもなければ、松山空港判決以前の埋立はすべて埋立法違反であったことになってしまうからである。

実際、補償契約には、「埋立事業者が補償金を支払う」、及び「補償を受け取った者は埋立工事に同意する」との二つの項目が必ず含まれている。したがって、補償契約を締結することは、同時に埋立に同意することにもなるのである。

表１．埋立と補償契約、総会決議及び関係組合員の書面同意（○:必要、×:不要）

	　　　　 期　　　間
	補償契約
	総会決議
	関係組合員の同意

	～1968
	松山空港判決前
	○
	×
	×

	1968～
	松山空港判決後
	○
	○
	×

	1971～
	風成判決後
	○
	○
	○(８条の準用)

	1976～
	伊達火力判決後
	○
	○
	△

	1989～
	平成元年最高裁判決後
	○
	○
	×

	2001～
	平成13年法改正後
	○
	△(部会決議でも可)
	○(31条)


補償契約締結は、「埋立同意」取得にあたるとともに、補償契約に基づき補償を支払えるから工事着工も可能になる。埋立法に定められた手続きは「埋立同意→埋立免許→補償→着工」であるが、実際には補償契約に基づいて補償が支払われることで「埋立同意」も「補償」も同時に行われており、したがって「埋立同意(補償契約締結)・補償→埋立免許→着工」という手続きで埋立が実施されているのである。

ところが、松山空港判決以後、むしろ埋立に反対する漁民が勝訴した判決を通じて「埋立同意に水協法・漁業法が適用される」との誤解が積み重ねられるとともに、その誤解が埋立事業者によって「総会決議や関係組合員の書面同意さえ得られれば埋立ができる」というように利用されてきたのである。

他方、ダム建設に関しては、水協法に基づく漁協の総会決議を挙げようとしたのは、本件、すなわち川辺川ダム計画における球磨川漁協の平成13年11月28日の臨時総会が全国でも初めてである。これまでのダム建設においては、すべて補償契約が交わされてきただけである。
それは、ダムにおいては、川辺川ダム計画までは漁民による反対運動が皆無に近かったために、誤解が積み重ねられることも、また誤解を利用して「総会決議や関係組合員の書面同意さえ得られればダムができる」とする必要もなかったからであり、また、埋立の場合には、工事着工の前に「埋立免許」が出され、そのためには「漁業権者の同意」が必要とされているのに対し、ダムの場合には、工事着工の前に補償契約を締結しさえすればいいからである。
水産庁が行った平成13年漁業法改正の趣旨は、平成元年最高裁判決がもたらしている弊害を、法改正をつうじて是正していこうとするものである。すなわち、誤った最高裁判決に基づき関係漁民の意思を無視した埋立が横行している現実を、せめて「関係組合員の三分の二以上の同意が必要」とした風成判決のレベルにまで引き戻そうという趣旨である。そのため、「共同漁業権の変更や放棄に際して関係組合員の三分の二以上の同意が必要」と改正されたのである(表1参照)。(10) 

平成13年法改正により、社員権説は通用しなくなり、埋立やダム建設にあたって、関係組合員の意思を無視した埋立やダム建設ができなくなることは疑いない。しかし、改正31条が「関係組合員の三分の二以上の同意が得られれば、埋立・ダムができる」との誤解につながる恐れも少なくない。

上述のように、水協法・漁業法は、本来、埋立・ダムや補償とは全く関係のない法律であり、それらに水協法・漁業法を適用すること自体が誤りなのである。

３．補償金は関係漁民集団の総有の財産
財産権を侵害するにあたっては、憲法29条に基づき補償が必要である。漁業権は財産権であるから、その侵害に際しては補償が必要である。

「一、２」及び「一、３」で述べたように、共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利であるから、共同漁業権の侵害に伴って払われる漁業補償金は関係漁民集団の総有の財産になる。関係漁民が全員漁協に加入している場合には、関係組合員集団の総有の財産になる（以下、煩雑さを避けるため、関係漁民全員が組合に加入している場合、すなわち関係漁民集団と関係組合員集団が一致している場合に即して論じることにする）。

漁業補償金は関係組合員集団の総有の財産であるが、関係組合員が個別に補償金をもらうわけではない。入会集団は内部的には構成員全員の同意を得るとともに、対外的には一つの団体として一つの意思表示をする。「入会集団の総員一致の原則」と呼ばれる原則である。総員一致の原則にもとづけば、関係組合員全員の委任状を取った者(通常は漁協だが、必ずしも漁協でなくてもよい)が一括して補償金を受け取り、然る後に関係組合員全員の同意を得た配分基準に基づいて配分されることになる。

大阪地裁昭和52年６月３日判決の裁判に提出された我妻栄鑑定書も、補償金の帰属や配分に関して次のように述べている。

「共同漁業権が適法に放棄されて、補償金に変じたときには、その補償金は、当該漁業権の主体である実在的総合人に、分割されない一体として、帰属し、その実在的総合人を規律する慣行的規範（おそらく全員一致の協議を原則とする）にしたがって分割されてはじめて、その構成員たる漁民に帰属するに至ると解すべきである。

　(1) まず第一に、右の補償金は協同組合の財産となるのでないことを注意すべきである。けだし、漁業権の実質的な主体が、地域団体たる実在的総合人であること前問について述べたとおりだとすると、問題の補償金が協同組合の普通の財産となるのでなく、実在的総合人に帰属することは当然の事理である。なお、本件において、大阪府が埋立事業のために補償による漁業権の消滅を企画したときに、その交渉のために協同組合から特別の委員が選任されたことは、たまたまもって、この漁業権の放棄は、協同組合の財産に関する処分行為ではなく、したがって組合の意志決定の方法で処理しうるものではなく、権利の実質的帰属主体たる実在的総合人の特別の代表者によって処理されるべきであることが、漁業権者たる漁民一同によって意識されていたことの証拠というべきである」。
　要するに、補償金は、法人たる漁協にではなく、入会集団（実在的総合人）に帰属し、入会集団の慣行的規範によって分割されてはじめて、その構成員たる漁民に帰属する、ということであり、筆者の見解と全く同じである。(11)
４．補償金の受領・配分には関係組合員全員の同意が必要

(1) 水産庁見解と建設省見解

共同漁業権の侵害に伴う漁業補償金は関係組合員集団の総有の財産であるから、補償契約の締結や補償金の請求・受領・配分を漁協が行うには、関係組合員全員の同意、あるいは関係組合員全員からの委任状取得が必要である。

水産庁は、「漁協が補償契約を締結したり、補償金の請求・受領・配分や配分基準の決定を行ったりする際には、関係組合員全員からの同意取得あるいは委任状が必要である」との通達を出している。次の①～③である。

①昭和47年９月22日漁政部長通達

「埋立事業等に伴う漁業補償契約の締結にあたっては、組合は関係する組合員全員の同意をとって臨むよう指導されたい」。

②昭和51年３月13日漁政部長通達

「漁業協同組合が組合員の漁業に関する損害賠償の請求、受領及び配分を行うことは、組合という社会的公益的組織体の存立目的の範囲内の行為であり、組合の行いうる業務には含まれると解する。

　　　また、この場合において、関係海面においても漁業を行っている組合員からの委任行為が必要と解する」。

　③昭和45年11月21日漁政部長通達

　　「配分委員会等で作成された漁業補償金の配分の基準は、漁業協同組合の総会の議決により正式に決定するものとする。なお、この配分基準については、個々の組合員からもこの配分の基準の内容に同意する旨の同意書の提出を得ておくものとする」。

他方、埋立事業者が公共機関である場合、漁業補償は「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」(昭和37年閣議決定、以下、「要綱」という)に基づいて支出しなければならないが、建設省は、『公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の解説』の要綱４条の解説において、次のように述べている。

「この場合において、特に問題となるのは、漁業者に対する補償である。すなわち、漁業補償を受ける者が漁業権、入漁権又はこれに準ずる権利の主体であることには疑いはないが、漁業権及び入漁権について、これらの権利の主体が漁業協同組合であるのか、あるいは漁業協同組合を構成する個々の漁民であるのか、その漁業法上の解釈が必ずしも明確にされていない。

従来の補償実務例としては、漁業協同組合に対して交渉、契約締結しているものがほとんどであるが、これは漁業法の解釈上当然に漁業協同組合を唯一の権利者と認めたものとは必ずしもいいがたく、組合との交渉にあたって個々の組合員からの委任状を徴せしめている例も見受けられることから、むしろ補償実務上の要請、すなわち組合員である多数の漁民について個々に交渉、契約締結することの煩を避け、団体交渉的に同一条件をもって補償し、その配分を組合の内部関係として処理することが便利であることに発する傾向と考えられなくはない。また、土地収用法上の裁決例としては、昭和35年熊本県収用委員会が組合に対して裁決を行なった例があるが、これにしても、組合が唯一の権利者であると判断したのか、あるいは同法第69条ただし書きにより個別払いの特例として組合に漁民の代位を認めたものであるかは明らかでない。………

いずれにしろ、この問題については、その実体にてらし、すみやかに漁業法上の公的見解が明らかにされることがのぞまれる」。
『公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の解説』は、「建設大臣官房審議官小林忠雄編」の初版が1985年に、「建設省建設経済局総務課監修」の改訂２版が2000年に、それぞれ出されており、これが建設省(現国土交通省)の公式見解である。平成元年最高裁判決の後に出された改訂２版においても、要綱４条の解説部分は初版と全く同一であり、したがって、平成元年最高裁判決は建設省の公式見解に全く影響を及ぼさなかったことになる。

そればかりか、建設省が引用文中で求めている水産庁の公的見解は、前掲通達①～③であり、それらはいずれも『公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の解説』の初版よりも数年前に出されている。

漁業法上の公的見解が通達によってすでに明らかにされていたにもかかわらず、建設省は、それらを知ろうともせず、あるいは知っても知らぬ振りをして、「すみやかに漁業法上の公的見解が明らかにされることがのぞまれる」を繰り返してきたのである。
(2) 配分受領を通じて関係組合員全員の同意を取得

　前掲水産庁通達にあるように、漁協が補償契約を締結するうえでは、関係組合員全員からの委任状を取得しておく必要がある。しかし、「全員からの委任状」は原則であって、実際には、補償契約の際に数名の関係組合員からの委任状が取れていないからといって契約が交わせないわけではない。それは、入会集団の全員の同意取得の慣習に起因する。

　入会集団の全員の同意取得については、いつ、いかなる形式でとってもよい、とされる。通常は、入会集団の構成員全員が参加する会合(「寄り合い」と呼ばれる)において全員の同意を取る形式が一般的であるが、そこで少数の反対があった場合にも、その後に全員の同意が得られればよい。

　この点に関し、福島地裁会津若松支部昭和50年10月29日判決は、「入会集団の構成員全員の同意は、必ずしも権利者が一堂に会した上でなされることを要せず、間接的な形での一定の意思決定について各権利者が事前又は事後に同意するという形式で得てもよい。入会地の売買代金の配分を受領したことは、入会地の売買を事後的に承諾したものと解することができる」(12)としている。
この判決に基づけば、漁業補償金の配分を受領することは補償契約に同意をしたものと解することができる。逆に、漁業補償金の配分を関係組合員全員が受領しない限り、補償がなされたことにはならず、工事は違法になる。事業者が工事を適法に行うためには、補償金の配分を関係組合員全員が受領することを要するのである。

したがって、関係組合員全員の同意は、漁業補償金の配分を関係組合員全員が受領することをつうじて得ることできるし、かつ配分受領までには必ず得なければならないことになる。数名の関係組合員からの委任状がなくても漁協が補償契約を交わせないわけではないが、その場合の漁協の行為は「無権代理行為」にあたり、後に配分受領によって追認されない限り、無効である。
実際、これまでのあらゆる埋立・ダムにおいて、関係組合員全員の同意は、最終的に補償金の配分を関係組合員全員が受領することをつうじて得られてきている。(13)
５．「漁協が補償を受ける者」への反論
「漁業補償を受け取る者が漁協である」との見解は、(1)～(5)で詳述するように、とうてい認めることはできない。

(1) 漁協は共同漁業に関する財産権を持たない

共同漁業権に関して、漁政実務上は「組合が漁業権を持ち、組合員が漁業行使権を持つ」と説明されるが、漁業権も漁業行使権も財産権とされているから、この説明に則れば、組合にも組合員にも補償が必要ということになる。

しかし、漁協は免許を受けるだけで共同漁業を営まないから、共同漁業に関して財産権を持つはずがない。したがって、共同漁業権の侵害にあたって財産権を侵害されるのは漁協ではなく関係組合員であり、補償を受ける者も関係組合員である。

大審院刑事部大正６年12月24日判決も、「打瀬網を使用して漁業を行い、蛸壷を損傷した行為は、『組合員ノ漁業ヲ為スノ権利』（漁業行使権）の侵害であって、漁業権そのものの侵害に該当しない」と判示している。(14)
(2) 漁協への補償額はゼロになるはず

要綱によれば、漁業補償額は、権利侵害に伴う漁業純収益(漁獲金額マイナス漁業経費)の減少分を資本還元して算出することになっている。この補償額算定方式から判断しても、共同漁業権の侵害に関して補償を受ける者は共同漁業を営む関係組合員である。もしも、漁協が漁業補償を受けるとしたら、漁協の漁業純収益はそもそもゼロだから、漁業純収益の減少分もゼロであり、補償額もゼロになってしまうはずである。

(3) 補償金の会計処理及び配分基準が説明できない

仮に漁協が漁業補償を受けるとしたら、それは漁協の収入(費目は雑収益)となる。漁協の収入となれば、損益計算書に計上され、年度末の決算時に他の損益と収支決算されて、その結果剰余金が発生した場合に、水協法56条１項に基づき、組合の損失を補填し、法定準備金や繰越金を差し引いた後に、初めて組合員への配当が可能になるはずである。そして、その場合の配当の基準は、同条２項に基づき、払込済出資額に応じた出資割か組合事業の利用分量に応じた利用割でなければならないはずである。(15)
しかし、共同漁業権が侵害される場合、実際には、漁協に補償金が払われた後、決算時の収支決算を待たずに組合員に配分され、かつ、配分基準は平等割(組合員の間で均等配分)及び被害割(各組合員の被害を受ける度合いに応じて配分)が中心であって、水協法56条２項に基づいて配分されることはない。

このように、実際の漁業補償額の算定方法も配分基準の内容も、共同漁業権の侵害に伴い漁業補償を受ける者が漁協ではないことを示しているのである。

(4) 員外漁民になれば漁民が補償を受ける

　「一、３」で述べたように、関係漁民であれば漁協に属さなくても共同漁業を営めるが、員外者の関係漁民の場合、社員権説に基づけば、漁業補償は各漁民が受け取ることになる。要綱５条で「損失の補償は、各人別にするものとする」(「個別払いの原則」と呼ばれる)とされているうえ、その場合の補償を漁協が受け取る理由は全くないからである。

　したがって、もしも共同漁業権の侵害に伴う補償を漁協が受け取るとすれば、埋立・ダム計画が公表されるや、関係漁民はこぞって漁協から脱退するはずである。漁協は加入脱退自由であるから、脱退して埋立・ダムに伴う補償を員外者として受け取った後、また漁協に加入すればよいのである。

　また、漁協に属していなければ漁民が補償を受け、漁協に加入すれば漁協が補償を受けるとすれば、漁協加入に伴って漁民の財産権が漁協に移転することを意味するから、漁協は、漁民の漁協加入時に漁民に対して金員を支払わなければならないはずである。しかし、実際には、漁協が新規加入者に対して金員を支払うことはなく、逆に、加入する漁民のほうが出資金を漁協に支払う。

したがって、漁協加入時に漁民の財産権が漁協に移転していることなどあり得ず、漁民は、漁協に加入しても補償を受け取れるはずである。

(5) 漁協は組合員に奉仕する団体

　埋立・ダムで損失を受けるのは、いうまでもなく共同漁業を営む漁民である。漁協は共同漁業を営んでいないから何の損失も受けない。

　何の損失も受けない漁協に補償金を払い、その同意を得たからといって、漁民に損失を与える行為を犯すことはとうてい許されることではない。また、「組合員のために直接の奉仕をすることを目的とする」(水協法４条)団体である漁協が、何の損失も受けないのに補償金をもらい、漁民に損失を与える行為に同意することなどできるはずがない。

　以上のことから、共同漁業権の侵害に伴う漁業補償金は、入会集団の総有の財産であり、したがって、漁協が補償を受ける者でないことは、明らかである。

三、漁業権収用はダム建設を不可能にする

　国土交通省は、共同漁業権を収用すれば、ダム建設が自由にできると考えている。しかし、それは、漁業法や共同漁業権の無理解に基づいている。

１．収用されても共同漁業を営める

共同漁業は免許がなくても営める(漁業法９条)。したがって、漁協から共同漁業権を収用しても、関係組合員は従来どおり共同漁業を営める。その場合、関係組合員は、員外者の関係漁民と全く同じ立場で共同漁業を営むことになる。(16) 球磨川漁協に免許されている内共第６号共同漁業権の場合、その関係地区は球磨川水系の市町村全体にまたがっており、組合の地区と一致しているから、組合員はすべて関係組合員であり、組合員全員が従来どおり共同漁業を営める。

要綱17条に基づけば、消滅補償額は、収用に伴う漁業収益の減少分を資本還元した額となるが、共同漁業権が漁協から収用されても、組合員は従来と全く同様に共同漁業を営めるから、収用に伴い漁業収益は全く減少しない。つまり、共同漁業権が収用されても何ら漁業損失は生じず、したがって消滅補償額はゼロになる。

そのうえ、共同漁業権を漁協から奪えば、要綱５条「個別払いの原則」に基づき、国土交通省は漁民一人一人と補償契約を交わさなければならなくなる。これまで平成元年最高裁判決(社員権説)にもとづいて「漁協に補償を払えばいい」と主張できたのは、あくまで漁協に共同漁業権が免許されていたからであり、免許がなくなってしまえば、その主張は一切できなくなるからである。

２．ダム工事には補償契約締結が必要
仮に平成元年最高裁判決にもとづいたとしても、国土交通省は、補償契約を交わさないかぎり、ダム工事に着工できない。

一つの理由は、収用や使用によっては影響補償を支払えないからである。漁業補償には水面が消滅して漁業ができなくなることに対する消滅補償、工事期間の間、漁業が制限されたり、ダムができることによって漁場価値が減少したりすることに対する制限補償（前者が期間制限補償、後者が漁場価値減少補償）、工事に伴う濁り等による漁業被害に対する影響補償の三種類があるが、影響補償は、収用とも使用とも関係がないから、土地収用法の裁決に伴って払うことはできず、補償契約によって支払うしかないのである。

国土交通省は、影響補償を払わずに工事にかかることはできない。国土交通省は、球磨川漁協との補償交渉においてすでに約11億円の影響補償額を提示したが、『公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の解説』によれば、「影響補償は、確実に生じると予見される漁業被害に対して支払われる」(114頁)とされているため、もしも影響補償を支払わないままダム工事にかかれば、財産権を侵害する違法工事になるからである。そのうえ、漁業法143条に基づき、刑罰をも科せられる。さらに、漁業法８条の「組合員の漁業を営む権利」に基づき妨害排除や妨害予防を請求されれば、ダム工事を止めざるを得なくなる。

　補償契約を交わさないかぎりダム工事に着工できない、もう一つの理由は、収用によっては消滅補償を支払えず、かつ、収用後も組合員は従来どおり共同漁業を営めるから、ダム工事にかかるには、収用後に、球磨川漁協の組合員全員、及び員外者の漁民全員と個別の補償契約を交わして消滅補償を支払わなければならないからである。この補償契約が交わされない限り、ダム工事は、財産権を侵害する違法工事になってしまう。
さらに、収用後に補償契約が交わされない限りダム工事はできないから、制限補償のうち、ダムができることを前提としている漁場価値減少補償も、裁決に伴っては支払えないことになる。結局、裁決に伴って支払えるのは、使用に伴う期間制限補償だけであり、裁決によって可能になるのは、一定期間の水面を消滅させないような工事だけである。
　消滅補償に関し、国土交通省は、平成14年３月15日付け意見書(国九整一用第380号)において「収用裁決後の工事着手以降、漁が不可能となるから、収用に伴って漁協に約4342万円の消滅補償を支払える」としているが、この見解が誤りであることは、図２から明らかである。すなわち、漁民の財産権が消滅するのだから、補償は漁協でなく漁民に払わなければならず、また、ダム工事によって消滅するのだから、収用に伴ってでなくダム工事にかかる際に、補償契約に基づいて支払わなければならないはずである。

　
　図２．漁協及び漁民の財産権と収用・ダム工事
　　　　　　　　　　　　　　　　収用　　　　　　　　ダム工事
　　　　漁協の財産権

　　　　漁民の財産権
　　　　　　注：漁協の財産権は、国土交通省は「ある」とし、筆者は

「ない」とするが、あったとしても収用時には消滅する。
以上のことから、共同漁業権を収用すれば、その後、1800余名もの組合員全員、及び員外者の漁民全員と個別の補償契約を交わさないかぎり、ダム工事はできないことになる。ダムに反対する漁民が数百名もいる状況からみて、それは不可能である。
共同漁業権の収用は、国土交通省が川辺川ダムの建設を自ら不可能にする自殺行為にほかならない。

注

(1) 浜本幸生『早わかり「漁業法」全解説』200－203頁には、「漁業法の仕組みは、法人である漁協に共同漁業権を免許するためのものではなく、漁協を通じて関係漁民の全体に対して共同漁業権を与えるためのものであり、共同漁業権の本当の権利主体は関係漁民である」と解説されている。
(2) 浜本幸生、前掲書279頁。

(3) 浜本幸生、前掲書469-472頁参照。

(4) 判決文は次のとおりである。
「(原判決の誤りは)私法関係卜公法関係トヲ混同シタルノ誤ニ職由ス蓋シ行政官庁ハ原判決ニ説明スル如ク『一ニ原簿ノ指示スル所ニ従ヒ其登録名義人ヲ以テ漁業権者ト看做シ之ニ対シテ諸般ノ監督ヲ為ス』ヘシト難モ是レ唯行政官庁カ行政上ノ取締徴税其他ノ行政行為ヲ為スノ必要ニ基キ登録名義人ヲ以テ漁業権者ト看做スニ外ナラス換言スレハ行政官庁トノ公法関係ニ於テハ登録名義人ニ非スンハ漁業権者ト看做サレスト云フニ止マリ之カ為メニ真実ノ漁業権者カ私法関係ニ於テ其権利ノ行使ヲ妨ケラルルノ理由ナシ公法関係ト私法関係トハ別箇ノ関係ナリ私権ヲ有スル者ハ縦令公法関係ニ於テハ特定ノ条件ヲ具ヘサレハ権利者トシテ取扱ハレストスルモ私法関係ニ於テモ亦同一ノ取扱ヲ受ケサルヘカラストノ推理ヲ生スルコトナク従テ私法関係ニ於テ其権利ヲ行使シ以テ私権ノ本能ヲ発揮スルヲ得ヘキハ睹易キノ道理ニシテ漁業権ノ私権ナルコトハ曩ニ説明シタル如クナレハナリ」(括弧内は引用者)。

(5) 判決文は次のとおりである。

「現行漁業法のもとにおける漁業権は都道府県知事の免許によって設定されるものであり、しかも、その免許は、先願主義によらず、都道府県知事が予め定めて公示する漁場計画に従い、法定の適格性を有する者に法定の優先順位にしたがって付与されるものであり、かつ、漁業権は、法定の存続期間の経過により消滅するものと解される。そして、共同漁業権の免許は漁業協同組合等に対してのみ付与され、組合員は、当該漁業協同組合等の定める漁業権行使規則に規定された資格を有する場合に限り、当該漁業権の範囲内において漁業を営む権利を有するものであって、組合員であっても漁業権行使規則に定める資格要件を充たさない者は行使権を有しないものとされており、全組合員の権利という意味での各自行使権は今や存在しないのである。しかも共同漁業権の主体たる漁業協同組合は、法人格を有し、加入及び脱退の自由が保障され、組合員の三分の二以上の同意があるときには組合が自ら漁業を営むこともできるものとされているほか、総会の特別決議があるときには、漁業権の放棄もできるものとされている。

このような制度のもとにおける共同漁業権は、古来の入会漁業権とはその性質を全く異にするものであって、法人たる漁業協同組合が管理権を、組合員を構成員とする入会集団が収益権能を分有する関係にあるとは到底解することができず、共同漁業権が法人としての漁業協同組合に帰属するのは、法人が物を所有する場合と全く同一であり、組合員の漁業を営む権利は、漁業協同組合という団体の構成員としての地位に基づき、組合の制定する漁業権行使規則の定めるところにしたがって行使することのできる権利であると解するのが相当である。

そして漁業協同組合がその有する漁業権を放棄した場合に漁業権消滅の対価として支払われる補償金は、法人としての漁業協同組合に帰属するというべきであるが、現実に漁業を営むことができなくなることによって損失を被る組合員に配分されるべきものであり、その方法について法律に明文の規定はないが、漁業権の放棄について総会の特別決議を要するものとする前記水産業協同組合法の規定の趣旨に照らし、右補償金の配分は、総会の特別決議によってこれを行うべきものと解するのが相当である」。

(6)現行漁業法143条は、明治43年漁業法60条で初めて設けられた条項であるが、水産庁の漁業法担当者石黒武重の『漁業法』（現代法学全集、1931年）は、その立法趣旨を「漁業行使権侵害罪は、漁業行使権が世の中一般の人を義務者として権利を主張し得る物権的権利であり、その侵害に対して妨害排除を請求できること、及び損害賠償を請求できることを明らかにするために設けられた規定であり、侵害罪自体は刑罰だが、民事上、漁業行使権が妨害排除請求や損害賠償請求ができることにも注意すべきである」(127頁)と述べている。

(7) 埋立に際して漁協が総会決議をあげるようになったのは、松山空港判決以後のことである。そのことは、運輸省及び日本港湾協会で永年にわたり港湾行政・埋立行政の実務を担当した三善政二の著書『公有水面埋立法』(日本港湾協会、1970)の次のような記述から明らかである。
「同意に関連して、次の点に留意することが大切である。即ち、埋立の出願に当り、漁業組合との漁業補償交渉が伴う場合が多いのであるが、この交渉が妥結し、いよいよ同意書を徴取する段階には、当該交渉の相手方たる漁業組合の理事長たる組合長の名において調印を行うことが一般的な例である。従来は、この形態で作成された同意書をもって何ら支障なしとして免許事務を推進したのであるが、『水産業協同組合法』五〇条の規定によれば、同条四号、つまり『漁業権又はこれに関する物権の設定、得喪又は変更』については、総組合員(准組合員を除く)の半数以上が出席し、その議決権の三分の二以上の多数による議決(これを特別議決という)を必要としている。

本規定は、強行規定である。したがって、この特別議決がないままに埋立出願に対する同意を得た場合であったとしても当該同意の契約書は無効であるから、本件の同意を得るときには、必ず、水協法五〇条の規定による特別議決の有無を確認しなければならない。」(94頁)
(8) 判決文は次のとおりである。

「公共用水面埋立ノ免許ハ一ノ行政処分ニシテ之ヲ受ケタル者ニ其ノ埋立ヲ条件トシテ埋立地ノ所有権ヲ取得セシムルコトヲ終局ノ目的トスルモノナレトモ免許自体ニ因リ直ニ該水面ノ公共用ヲ廃止スル効力ヲ生スルモノニ非ス只其ノ埋立ニ必要ニシテ水面ノ公共用ト相容レサル施設乃至埋立自体ニ因リテ其ノ公共用廃止ノ効力ヲ生スルモノト解スルヲ妥当トス故ニ右埋立免許後其ノ水面ニ付第三者カ漁業ノ免許ヲ得タル場合ト雖其ノ免許ハ無効ノモノニ非スシテ如上ノ施設乃至埋立ノ実行ニ因リテ漁業権ハ漸次減縮シ或ハ全ク消滅スルニ至ルモノト解スルヲ相当トス」。
(9) 資料7に記載されているように、水産庁も、埋立や補償に水協法・漁業法が適用されないことを「補償に関することは水協法・漁業法の所管外である」と認めている。なお、この確認事項は、交渉後に筆者が作成し、水産庁にも確認を取ったものである。

(10) 平成13年には水協法も改正され、次のような内容の「51条の2」が追加された。

「１　関係地区ごとに漁協総会の部会を設け、48条１項８号～10号についての総会の権限をその部会に行わせることができる。

　２　部会は関係地区(地元地区)に住所を有する正組合員で組織する」。　

　つまり、従来、総会決議が必ず必要であった「漁業権の得喪変更」等について、関係地区ごとに設ける部会の決議で決めることができるとされた。この改正は、合併を経て広域的になった大型漁協において、総会を開くことが困難なことから行われたものである。

(11) 2000年６月、中村敦夫参議院議員に対する最高裁事務局の回答によれば、「共同漁業権の補償を受ける者」が争点になった、これまでの下級審まで含めた判例のうち、約八割が「補償を受ける者が漁民である」と判示しているという。筆者が把握しているものとしては、大阪地裁昭和52年６月３日判決、大分地裁昭和57年９月６日判決、大阪地裁昭和58年５月30日判決、名古屋地裁昭和58年10月17日判決、福岡高裁昭和60年３月20日判決などがある。

筆者は、中村議員をつうじて、平成元年最高裁判決をめぐる最高裁事務局との討論を申し入れ、いったんは承諾を得たものの、要請されて予め筆者の見解をまとめた小論を送ったところ、出席を断られ、討論は実現しなかった。その際、最高裁事務局が「出席しない代わりに教えます」と言って教えてくれたのが、この点、及び平成元年最高裁判決が小法廷判決であり、大法廷判決ではないので、覆される可能性は十分あるという点の二点である。
(12) 判決文は次のとおりである。

「大野原組合においては総会は開催されず、前記組合規約に従い総会に変わる総代会において本件土地に関する処分を行う慣行が存していたものと認められる。

総有関係にある財産の処分については原則として権利者全員の同意を要することは民法263条により同法251条が準用されていることからも明らかである。

したがって、財産の処分に際し権利者全員が一堂に会した上全員の同意を得ることが望ましいことは言うまでもないが、本件のように権利者が996名という多数にのぼる場合においては全権利者が一堂に会するいわゆる総会を開催することは社会的物理的に困難なものであり、また構成員全員の同意は必ずしも権利者が一堂に会した上でなされることを要しないものと考えられる。そうしてみると、次善の策として各権利者を代表する者による間接的な形での一定の意思決定について各権利者が事前又は事後に同意するという形式で各権利者の意思が自由にかつ確実に反映される限り権利者全体の意思決定があったものということができるから、これをもって、総会での決定でないとの一事だけでその効力を否定すべきものではないと解するのが相当である。したがって前記慣行が、少なくとも右の要件を満している限りにおいてはその効力を否定すべきではないのである。なお、右の場合、事後における権利者の同意は民法113条１項の無権代理行為の追認の法理が準用ないし類推適用されるものと解されよう。……前記のように売買代金が二回に亘り配分されたのであるからこの受領によって少なくとも事後的に承諾したものと解することができる」。

(13) これまで球磨川水系に造られたダムに関して、球磨川漁協では、水協法に基づく総会決議は一度も挙げられたことはないが、組合員全員の配分受領書は、漁協に保管されている。

(14) 判決文は次のとおりである。
「漁業組合ノ蛸壺専用ノ漁場ニシテ其漁業期間ナルコトヲ知リ乍ラ其ノ漁業組合ノ蛸壺専用漁場ニ立入打瀬網ヲ使用シテ同組合員カ海底ニ蛸壺捕獲ノ為メ蛸壺ヲ沈没シ置キタル箇所ニ於テ漁業ヲ為シ右沈没ノ蛸壺ヲ移動若クハ紛失セシメタル行為ハ右漁業組合ノ漁業権ヲ侵害シタルモノニ該当セサルモノトス
漁業権ト漁業権ノ行使権トハ全ク別箇ノモノニシテ各其ノ被害者ヲ異ニスルヲ以テ(中略)既ニ配置シアル蛸壺ヲ侵害スル虞アリトセンカ之決シテ専用漁業権ノ侵害ニ非ス漁業ノ行使権ヲ侵害スルニ至ルヘキノミ」。
(15) 資料６に示されるように、漁協の持つ権利が侵害されて漁協自らが補償金を受け取った場合の会計処理の方法に関して、水産庁見解も筆者の見解と全く同じである。
(16) 浜本幸生、前掲書472頁参照。また、資料６水産庁見解も「員外者の関係漁民に補償が必要か否かは、漁業の実態及び社会通念に照らして判断される」と述べている。
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